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町税
8億2,674万3千円

20.59%

財産収入
1,054万8千円
0.26%

繰入金ほか*1
3億4,611万円
8.62%

分担金及び負担金ほか*2
8,455万8千円
2.11%

町債
2億5,640万円
6.39%

国庫支出金
2億4,670万6千円

6.14%県支出金
2億4,874万5千円

6.20%

地方消費税交付金
9,900万円
2.47%

地方譲与税ほか*3
9,619万円
2.39%

地方交付税
18億円
44.83%

自主財源
31.58%

依存財源
68.42%

◆
当
初
予
算
の
概
要

　

平
成
24
年
度
一
般
会
計
予
算
の

総
額
は
40
億
１
，
５
０
０
万
円

で
、
前
年
度
対
比
０
・
25
％
、
１
，

０
０
０
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

ま
た
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子

力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
拡
散
し

た
放
射
性
物
質
を
除
去
す
る
た
め

の
経
費
と
し
て
、
除
染
対
策
事
業

特
別
会
計
を
新
た
に
設
置
し
、４
，

７
１
９
万
２
千
円
を
計
上
し
ま
し

た
。

◆
予
算
編
成
の
基
本
的
考
え
方

  

平
成
24
年
度
当
初
予
算
の
編
成

に
あ
た
っ
て
は
、
東
日
本
大
震

災
・
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力

発
電
所
の
事
故
か
ら
の
復
旧
・
復

興
の
取
り
組
み
を
最
優
先
と
位
置

づ
け
、
町
民
生
活
の
回
復
に
向
け

た
取
り
組
み
を
着
実
に
進
め
る
も

の
と
し
、
町
民
が
安
全
で
安
心
し

て
暮
ら
せ
る
町
の
実
現
を
目
指
し

予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　

ま
た
震
災
の
影
響
に
よ
り
、
人

口
減
少
、
景
気
低
迷
等
に
よ
っ
て

町
税
を
は
じ
め
と
し
た
財
源
確
保

が
厳
し
い
中
、
平
成
30
年
度
を
目

標
年
次
と
す
る
第
四
次
小
野
町
振

興
計
画
に
掲
げ
る
町
の
将
来
像

「
き
ら
め
く
人
と
自
然　

あ
っ
た

か
小
野
町
」の
早
期
実
現
に
向
け

【
歳
入
】

  

町
税
収
入
は
、
東
日
本
大
震
災

の
影
響
な
ど
に
よ
り
町
税
全
体
で

前
年
度
対
比
９
，
６
１
９
万
６
千

円
、
10
・
42
％
の
減
を
見
込

み
ま
し
た
。
最
も
影
響
が
大
き

い
の
は
、
固
定
資
産
税
に
つ
い

て
、
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ

り
評
価
基
準
の
見
直
し
を
行
っ

た
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
対
比

１
億
８
０
４
万
５
千
円
、
21
・

32
％
減
を
見
込
み
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
平

成
24
年
度
の
地
方
財
政
計
画
に

基
づ
き
18
億
円（
内
特
別
交
付
税

５
千
万
円
）を
見
込
み
ま
し
た
。

　

平
成
23
年
度
の
普
通
交
付
税
の

交
付
実
績
、
19
億
１
，
４
２
２
万

円
を
今
年
度
見
込
額
と
対
比
す
る

と
８
・
59
％
の
減
に
な
り
ま
す
。

て
、
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
目
標
で

あ
る「
す
こ
や
か
」「
は
ぐ
く
み
」

「
げ
ん
き
」「
さ
わ
や
か
」「
あ
ん
し

ん
」の
各
重
点
事
業
に
対
し
、
効

率
的
・
効
果
的
に
配
分
し
ま
し

た
。

　

さ
ら
に
財
政
規
律
の
堅
持
に
配

慮
し
な
が
ら
も
地
域
経
済
状
況
や

雇
用
情
勢
に
鑑
み
、
町
民
の「
笑

顔
と
が
ん
ば
り
」が
復
活
す
る
よ

う
一
定
の
投
資
的
事
業
費
、
雇
用

対
策
関
連
事
業
予
算
の
確
保
を
図

り
ま
し
た
。

平
成
24
年
度当

初
予
算

一般会計予算

40億1,500万円

歳入

*1　繰入金ほか…繰入金、繰越金、諸収入

*2　分担金及び負担金ほか…分担金及び負担金、使用料及び手数料、寄付金

*3　地方譲与税ほか…地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

　　　　　　　　　　ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、

　　　　　　　　　　交通安全対策特別交付金


